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就学生・留学生 進学予備教育→留学生教育  
中国帰国者・インドシナ難民 ４ヶ月→８ヶ月の日本語研修  
技術研修生 日本語研修   
ビジネスパーソン等及び家族    
日系人・外国人労働者及び家族    































































































































制度の壁 ことばの壁 心の壁  
行政サービス   
地域日本語教育活動～外国人住民支援活動  






















































主な日本語教育対象者 （人） (％) ボランティア教員の占める割合(％) 
就学生・留学生 82,435 61.0 3.3 
技術研修生・技能実習生 2,697 2.0 41.3 
インターナショナルスクール（米軍関係を含む） 4,505 3.3 16.2 
地域の居住者（合計） 31,689 23.4 88.2 
 主として日系南米人 4,318 47.0 
 主として中国帰国者 2,551 79.2 
 主としてインドシナ難民 168 55.2 
 その他・または特定せず 24,652 95.3 
その他 13,820 10.2 33.6 































在留資格 （人） （％） 備考 
特別永住者 475,952 24.9 いわゆるオールドカマー 
一般永住者 267,011 13.9 中国31％、ブラジル16％、韓国15％、フィリピン15％ 
就学・留学 176,070 9.2 中国72％、韓国13％ 
研修 44,464 2.3 中国69％、インドネシア10％、ベトナム８％ 
就労目的 185,556 9.7 興行35％､人文知識･国際業務24％､技術11％､技能７％､企業内転勤６％ 
定住者 245,147 12.8 ブラジル57％、中国14％、フィリピン９％、ペルー９％ 
日本人の配偶者等 262,778 13.7 ブラジル33％、中国20％、フィリピン17％、韓国８％ 
永住者の配偶者等 8,519 0.4 アジア84％、南米11％ 
家族滞在 81,535 4.3 アジア79％、北米９％、ヨーロッパ８％ 
その他 167,998 8.8 (アジア81％、南米８％、ヨーロッパ４％、北米４％)11 




 10 日本語教育対象者には外国人登録を必要としない短期滞在者や非正規滞在者、日本国籍の者も存在する。 
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